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　一方で、対象外とされた日本の著作物に関しては、

修正和解案が今後どのように修正されるとしても、和

解対象を再度増やす方向に進む芝は考えられないので、

和解の推移とはかかわりなく関係当事者の権利や利益

が侵害されないような対処をしておく必要がある。

　すでにスキャン済みの出版物および2009年5月5日

までに刊行された出版物の今後のスキャンに関して、

グーグルの説明では、和解の対象外の書籍（日本で発

行された書籍を含む）についても、出版社から要請が

あれば「除外」を行うとしている。

　すなわち、すでにスキャンされている書籍について

は、除外要請があれば検索結果、表示から除外され

（データの物理的削除は不可能）、まだスキャンされて

いない書籍については、スキャン対象から外れること

になる。

　つまり、権利者から除外要請がない書籍をグーグル

が自主的に除外するということはない。除外要請がな

されなかった2009年1月5日までに発行の書籍につい

ては、グーグルは今後もデジタル化を行っていくとし

ているが、同月6日以降に発行の書籍については、パ

ートナープログラムを通じて権利者（出版社・著者）

と協業しながらデジタル化・検索可能化に注力すると

している。

　しかし、無断でスキャンしたものを、訴訟の対象外

になったからといって、権利者からの申し出がなけれ

ば除外しないということは、権利者の立場としては認

めがたいことである。そのため、日本書籍出版協会で

は、2010年4月2日に意見および要求を、グーグル日

本法人を通じてグーグルに送付した。その主な内容は

次のとおりである。

　1．米国著作権法第107条に定めるフェアユースに

　　よって日本の出版物を無断でスキャンし、書籍検

　　索等に利用することは国際的な著作権条約に照ら

　　して不当である。

　2．何の事前許諾もなしにスキャンした出版物の除

　　外を個々の権利者、出版社に申告させるというこ

　　とは納得がいかない。グーグルが自主的にすべて

　　削除することを求める。せめて、著作者・出版社

　　単位での申告とし、該当の出版物を一切削除する

　　ことを考えるべきである。

　3．今後のスキャンについては著作者・出版社から

　　の明示の許諾がなければ、実行すべきではない。

　　著作者名あるいは出版社名のみの通知をもって、

　　その権利を有する出版物のスキャンを、今後は明
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　　示の承認なしには行わないと確約することを求め

　　る。

　これに対して、グーグルからは、以下のような趣旨

の回答があった。　　　　　　　　　箪

　1．図書館プロジェクトにおける書籍のスキャニン

　　グは合法なものである。

　2．除外に際しては、権利者の確認のための情報お

　　よび除外対象についての情報提供をお願いする。

　3．スキャンされていない書籍について除外リクエ

　　ストを受けた場合は、スキャン対象にならないよ

　　う努める。

　4．日本の権利者からのリクエストを尊重する上で、

　　より簡便かつ効果的な手続きについて話し合いを

　　継続する。

　これに基づいて、現在刊行中の出版物については、

権利者からの請求なしに自発的にグーグルが表示使用

からの削除を行うように再度の要求書を提出した。今

後、この点をめぐってグーグルとの話し合いが行われ

る予定である。

1　2010年4月12日のニューヨーク・タイムズ紙によると、ほ

　かに世界最大の携帯電話メーカーであるNokiaも電子書籍端

　末市場への参入を検討していると報じている（http：／／www

　nytimes．com／2010／04／12／technology／12slate．htm1）。

2　日本の出版物でも、米国議会図書館著作権局への登録を行

　っていれば和解対象になる。

3　Justice　Department　Submits　Views　on　Proposed　Google

Book　Search　Settlement（http：／／www．justice．gov／opa／pr／

2009／September／09－opa－1001．html）

4　著作権の保護期間中に商業的価値を喪失したために、著作

権者の居場所を探知し、利用許諾を得ることが不可能ないし

著しく困難となっている著作物のこと。

5　Justice　Department　Submits　Views　on　Amended　Google

Book　Search　Settlement（http：／／www．justice．gov／opa／pr／

2010／February／10－opa－128．htm1）

　米国連邦民事訴訟規則第23条　集団訴訟（Class　Actions）

　23条（e）は、以下のとおり規定する。「集団訴訟は、裁判所

の同意なしに解散または和解することはできず、解散または

和解の通知は裁判所が指示する方法でその集団のすべての対

象者になされるものとする。」

8　集団訴訟の必要条件として、23条（a）（4）は、「代表当事者が

その集団の利益を公正かつ適切に保護する時のみ、全員のた

めの代表当事者として訴え又は訴えられることができる」と

定めている。

＊ひぐち・’せいいち：1958年神奈川県生まれ。1981年

東京大学法学部卒業、1981年第一勧業銀行入行、1985

年同行退職。同年日本書籍出版協会事務局に入局、

1998年同調査部長、2008年同事務局長に就任。社団法

人日本複写権センター理事（2002年～）、日本出版学

会理事（2006年～）。
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IPサイマルラ’ジオ「radiko」
　　　　音楽の権利許諾に関する考察

㈱電通関西支社統合メディア局次長・［Pサイマルラジオ協議会幹事代表三浦　文夫＊

はじめに

　本稿では、地上波ラジオをCMも含め、放送と同時

に配信するIP（lntemet　Protocol）サイマルラジオ

（radikαjp）の権利許諾、なかでもラジオにとって欠く

ことのできない要素である音楽に焦点を絞って論ずる

ことにする。本論に入る前に、IPサイマルラジオの目

的、経緯、概況について触れておく。

1．IPサイマルラジオの目的

　ラジオには話題の3D映画のような派手さはないが、

聴いているといろいろな場面や心情が浮かび上がる。

パーソナリティの言葉への共感、素敵な音楽との出合

い、野球観戦の興奮、音声メディアならではの世界が

そこには広がっている。ラジオは聴取者自らの世界を

再構成することができるため、習慣性が高いという特

徴を持つ。また、ハガキや電話、メールなどを利用し

て聴取者自ら発信することが可能なインタラクティブ

性も備えている。そのため、人気のあるパーソナリテ

ィを中心に強力なコミュニティを形成しており、イベ

ントの集客力も大きい。

　このように、コンテンツとして力はあるが、ラジオ

を取り巻く環境は厳しい。まず、都市部を中心に高層

ビルや建築物の構造上の問題から受信状況が悪化して

いる。また、ポータブルラジオ、ラジカセなど、かつ

ては家庭内に複数台あったラジオ受信機も減少の一途

をたどっている。そのため、若年層を中心にラジオ離

れ1が進んでいる。こうした媒体価値の低下傾向とと

もにラジオ広告費も減少し、1991年の2406億をピーク

に2009年は1370億まで落ち込んだ。このままでは、広

告料の減収に伴い制作費も削減され、番組の質の低下

を招き、さらに聴取者が離れていくという悪循環に陥

りかねない。

　こうした状況を打破すべく、インターネットを利用

しPCをラジオ受信機にできないかと考え、2005年に

IPサイマルラジオプロジェクトを立ち上げた。当時、

すでにインターネット利用率は90％を超え（総務省通

信利用動向調査）、年間1200万台以上のPCが出荷され

ていた（電子情報技術産業協会：JEITA）。そこで、

在京ラジオ局に構想を持ちかけたところ、解決すべき

課題は多いが取り組む価値はあるとの判断から、東京

地区での実験の検討が始まった。

　ところが、この実験の検討は、放送と通信の融合の

試みであり、さまざまな課題の整理がつかず実施には

至らなかった。放送局の中にもIPサイマルラジオの可

能性は感じるものの、一気に通信の世界に踏み出すの

にはためらいがあり、放送の枠内にとどまるべきだと

いう意見が大勢を占めた。
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2．IPv6サイマルキャスト実験（大阪）

　2006年、舞台を大阪に移し、在阪局に対してIPサイ

マルラジオの実験の提案を行った。大阪を選んだのは、

放送の要件を整えるために必要な要素であるIPv6マル

チキャストの技術リソース2が利用できる環境が整っ

ていたからである。

　そして、2007年4月、在阪ラジオ局6局（朝日放送、

毎日放送、ラジオ大阪、関西インターメディア（FM

COCOLO）、FM802、FM大阪）と電通（事務局）に

より、「IPラジオ研究協議会」（会長：宮原秀夫情報通

信研究機構理事長、当時大阪大学総長）を発足した。

同協議会は、参加各局から再送信同意を取得し、同年

9月「有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律」

第3条に基づき、業務開始の届出を総務省近畿総合通

信局に提出した。技術的には通常の一対一のインター

ネット（IPv4ユニキャスト）ではなく、放送の形態に
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近い一対多の配信が可

能なIPv6マルチキャス

トの配信システムを構

築した。放送の枠組み

内の実験ではあるが、

権利者にはできるだけ

IPサイマルラジオの意

義を説明し、理解を得

るように努めた。この

件については、後ほど

詳述する。

　こうして、2008年4

月より実験を開始した。

ちなみに、現在のIPサ

イマルラジオの名称で

ある「radiko．jp」は、

この実験のために取得

資料

　　　　　　　radiko大阪トップページ

野聴鰹禦　　瞭繍羅薙翫評

したドメインネームである。

　実験に参加するには大阪府内でNTTのフレッツ網

に加入し、パソコンのOSはVistaのみ（同年6月から

XPにも対応）という条件のため、応募者の数は思う

ように増えなかった。実験開始から半年経って、よう

やく目標のモニター数1000人に達した。そこで、実験

参加者に対しアンケート調査を実施したところ（同年

10月～11月、252サンプル回収：電通リサーチ）、ラジ

オは魅力があり一度利用すると継続的に聴取する傾向

が強いことが明らかになった。この結果は、ラジオは

コンテンツとして力があり、聴取環境さえ整備できれ

ば復権できる可能性を示唆するものとなった。IPサイ

マルラジオはリスナーを増やすことが目的だが、伝送

路としてIP網を利用し、かつ厳密に放送の要件を満た

すとなると、IPv6マルチキャスト利用可能者に限定さ
　　　　　あい
れるという隆路に陥る。そこで、この実験を踏まえ、

もっと手軽に利用できる環境、すなわち通常のインタ

ーネット（IPv4ユニキャスト）での地上波ラジオのサ

イマルサービスの実現へ向けての検討を開始した。

3．IPサイマルラジオ試験配信の概況

　協議を重ねた結果、次第に今回の試験配信サービス

の姿が浮かび上がってきた。それは、通常のインター

ネットを利用するが、配信を現行のアナログ地上波放

送に準じた地域に限定するというものである。

　つまり、IPサイマルラジオを難聴取の解消を目的と

した補完サービスとして位置づけるのである。2009年

音量など

コントロール

部分

放送中の

番組

ラジ才

シンクロ

部分

夏の終わりには試験配信の計画がほぼ固まったため、

権利者に理解を得るための説明を開始した。

　そして、2009年12月15日、在京7局（TBSラジオ、

文化放送、ニッポン放送、日経ラジオ社、エフエムイ

ンターウェーブ、エフエム東京、J－WAVE）、在阪6

局（朝日放送、毎日放送、大阪放送、FM　COCOLO、

FM802、エフエム大阪）、電通（事務局）による「IP

サイマルラジオ協議会」（巻末別表参照）を設立、試

験配信の準備に取りかかった。

　技術的な側面では、radikoの配信システムは放送・

通信・WEBソリューションが高度に統合されたプラ

ットフォームである。個別の放送局のメンテナンスを

最小限にする、通信帯域を押さえかつ高音質を確保す

る、選局のタイミングを短くしてラジオのザッピング

を可能にする。こうした多くの要件をバランスよく満

たすべく、音声制御などの放送技術、通信経路・サー

バー構成などの情報通信技術、CMS（コンテンツマ

ネジメントシステム）などのWEBソリューション、

それぞれの分野の知見の結集と協業により洗練された

システムを構築することができた。

　権利許諾に関しては、ラジオを構成するパーソナリ

ティー、ナレーター、音楽、スポーツ、ニュース、天

気、交通情報などの権利者およびCM関係団体、広告

主、広告会社、制作会社に対し参加放送局と事務局が

協力して説明を行い、試験配信の趣旨に関して理解を

得ることができた。こうして、パソコンで地上波ラジ

オ放送をCMも含め、そのまま聴くことができるIPサ

イマルラジオ「radikojp」は、2010年3月15日に開始

した（資料参照）。試験配信開始1カ月で総ストリー

ム数1749万、平均聴取時問22分2秒と大きな反響があ
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った。ラジオの聴取習慣のなかった若年層からは「聴

いてみたら面白い」、過去のファンも「久しぶりにラ

ジオに戻ってきた」といっな声が寄せられている。4

月12日から2週間実施したアンケートも、総数2万

2635件と非常の多くの回答があり、85％が地上波も含

めてラジオの聴取機会が増えるといった良い結果が出

ている。

　radikoの試験配信は都市部の難聴取の解消を目的に

しているが、リスナーもラジオ関係者も新しいメディ

ァとしての可能性を感じ始めている。Twitterなどの

ソrシャルメディアとの相性も良く・ラジオの音声

CMと連動した聴取プレーヤー部分の広告スペース

（シンクロアド）により広告主のWEBに直接誘導でき

るなど、広告販促メディアとしての可能性も広がる。

4．放送における音楽の権利許諾

　2005年にIPサイマルラジオのプロジェクトを立ち上

げた当時、放送局にその構想を打診したところ、権利、

特に音楽の利用許諾が得られず実現は難しいだろう、

というのが大方の反応だった。実際、音楽業界にとっ

てネットは望ましくないものという認識が広がってい

た。これは、ファイル交換ソフトによる違法なダウン

ロードなど、音楽パッケージビジネスヘの悪影響が顕

在化していたからである。

　そのため、ネット配信に関しては慎重な権利者が多

かった。ラジオにとって音楽は欠くことができない重

要な要素であるが、当時新しい音声メディアとして注

目されていたラジオ局の「ポッドキャスティングサー

ビス」にも音楽はほとんど使用されていなかった。プ

ロジェクトを立ち上げた当初も、現在のradikoと同様

の地上波ラジオのサイマルサービス実現を目指したが、

ネットすなわち通信サービスの理解を得るのは困難な

状況だったのである。そこで、通信ではなく放送の枠

内であれば比較的権利者の理解を得られやすいと考え、

大阪のIPv6マルチキャストの実験の計画を立案した。

　ここで、放送の概念についてまとめておく。放送と

は「公衆によつて直接受信されることを目的とする無

線通信の送信」（放送法第2条第1項）と定義されて

いる。また、放送事業者とは、電波法（1940年法律第

131号）の規定により放送局の免許を受けた者を指す。

また、同一の放送番組の放送を同時に受信できること

が相当と認められる一定の区域（放送法第2条の2第

2項第2号）ごとに免許は与えられている。さらに

「放送事業者は、その行う放送に係る放送対象地域に

／

おいて、当該放送があまねく受信できるように努める

ものとする」と規定されている（放送法第2条の2第

6項）。一方、著作権法によると「公衆送信のうち公

衆によつて同一の内容の送信が同時に受信されること

を目的として行う無線通信の送信」（著作権法第2条

第1項第8号）とある。

　それでは、放送すなわち「放送免許を与えられた地

域において公衆が同時に受信できる無線通信の送信」

において、音楽を利用する場合どのような権利許諾が

必要になるのだろうか。ラジオ番組での音楽の利用と

いえば、コンサートホールやスタジオでの演奏を録音

あるいは生で放送するケースもあるが、商業用レコー

ド（CD）を利用する場合が圧倒的に多い。商業用レ

コード（CD）の利用に関しては、著作権、著作隣接

権（実演）、著作隣接権（レコード製作者）という三

つの権利のクリアが必要になる。

　音楽著作権については、権利者である作詞家、作曲

家はその権利を音楽出版社に譲渡する場合が多い。音

楽出版社は譲渡された楽曲のプロモーション、管理を

行い得られた楽曲使用料から契約に基づき印税という

形で著作権者に分配している。著作権者、音楽出版社

はその楽曲を日本音楽著作権協会（JASRAC）などの

管理事業者に信託している。音楽著作権の管理につい

てはJASRACが独占していたが、2000年に公布、翌

2001年に施行された「著作権等管理事業法」に基づき、

著作権管理事業は許可制から届出制となり、㈱ジャパ

ン・ライツ・クリアランス（JRC）、㈱イーライセン

ス等新たな事業者が参入した。この法改正を機に、複

製権はJRC、演奏権はJASRACなど、支分権ごとに管

理事業者を選択することが可能になった。

　さらに、放送・有線放送、インタラクティブ配信、

業務用通信カラオケなど利用形態ごとに委託すること

もできる。放送については、著作権等管理事業法施行

後も実質的にはJASRACが管理している。放送局は、

JASRACと放送事業収入の一定の料率を乗じた金額を

支払う包括的利用許諾契約（ブランケット契約）を締

結している。ラジオ局にとって包括契約によりどの楽

曲も利用できることは、番組制作上大きな利点である。

　ラジオ局も著作隣接権者であることから、実演家と

レコード製作者の権利は制限されている。すなわち、

ラジオ放送に商業用レコードを使用する際に実演家、

レコード製作者の利用許諾の必要はない。ただし、実

演家、レコード製作者はその対価を請求することはで

きる。この権利を報酬請求権と呼ぶ。「商業用レコー

ドの二次使用料請求権」すなわち報酬請求権について

は、文化庁長官の指定された団体のみ行使することが

できる（著作権法第95条）。日本芸能実演家団体協議
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会（芸団協）が実演家の、日本レコード協会（RIAJ）

がレコード製作者の指定団体に指定されている。実演

家については、芸団協内の実演家著作隣接権センター

（CPRA）が権利処理業務を行っ・ている。CPRAは芸団

協のほか、日本音楽事業者協会（音事協）、音楽制作

者連盟（音制連）の三者で運営されている。放送事業

者は、芸団協、RIAJと商業用レコード（CD）を番組

内で利用する包括契約を締結している。商業用レコー

ドの使用状況については、放送事業者がJASRACに提

出したデータを利用している。

　・このように、ラジオ局は著作権、著作隣接権とも包

括契約を締結しているため、番組で自由に商業用レコ

ード（CD）を使用することができるのである。

5．IPサイマルラジオにおける
　　音楽の権利処理

　IPサイマルラジオを実施するには、放送とは異なり

インタラクティブ配信という利用形態となるため、著

作権、著作隣接権とも新たに許諾が必要になる。著作

権に関しては、JASRACがインタラクテイブ配信の包

括契約の使用料規定を設けている（JASRAC使用料規

定第11節）。ところが、放送という利用形態に関して

はJASRACに委託しているが、インタラクティブ配信

に関しては、JRCなど他の管理事業者に委託している

楽曲も多い。

　すなわち、著作権に関してはJASRACとの包括契約

では不十分であり、他の管理事業者からも許諾を得な

ければならないのである。JRCなどの管理事業者も当

然インタラクティブ配信に関する使用料規定を定めて

いるが、IPサイマルラジオに関して、どのような適用

をするのか明確な基準はない。それぞれの管理事業者

の使用料に関する整合性、使用する楽曲の報告など課

題は多い。

　一方、著作隣接権に関してはプロジェクトを立ち上

げた2005年当時、インタラクティブ配信に関する集中

管理が行われていなかった。そのため、IPサイマルラ

ジオの実現には個別の権利許諾が必要であり、特に制

限を設けずに商業用レコード（CD）を利用している

ラジオ番組を配信するのは極めて難しかった。このこ

とが、大阪のIPv6マルチキャスト実験において放送の

要件を整えることにこだわった理由の一つである。

　こうした煩雑な権利処理を回避し放送の同時再送信

の円滑化のために、著作権法が改正（2006年12月22日

公布、2007年1月11日施行）され、第102条に著作隣

接権の制限条項が盛り込まれた。その条文3によると、

放送事業者が与えられた免許の放送対象地域において

入力型自動公衆送信を行う場合は、実演家、レコード

製作者に送信可能化の許諾は必要ない。ただし、相当

の補償金を支払う必要がある。これは、放送・有線放

送における著作隣接権者の権利制限と内容的には同義

である。入力型自動公衆送信とは、蓄積を伴わない形

態であるため、実質的には放送と同時（サイマルキャ

スト）のストリーミング型配信を意味する。

　文化庁の解説資料によると、地上波テレビ放送のデ

ジタル放送への完全移行に伴い、伝送路の補完手段と

してIPマルチキャストによる同時再送信が期待されて

いるとある。そして、入力型自動公衆送信をIPマルチ

キャストとして説明している。すなわち、改正当時に

は電気通信役務利用放送法に基づく事業者が、IPマル

チキャスト方式で地上波テレビを配信するIPTVサー

ビスを主に想定していたのである。電気通信役務利用

放送法（2001年6月29日公布、2002年1月25日施行）

とは、通信回線を放送の伝送路として利用できるよう

に制定された。ただし、IPサイマルラジオのような伝

送速度の低いサービスは想定されていなかった。その

ため、4Mbps以下の伝送速度のものは社会的影響が小

さいとして同法の適用外とした（総務省電波監理審議

会2001年10月24日）。

　IPサイマルラジオのサービスに著作隣接権制限の条

文を適用するには、放送対象地域への配信制限を行わ

なければならない。ここで放送対象地域の間題が生じ

る。たとえば、東京地区のラジオ局であるエフエム東

京、J－WAVEの2社は県域免許（東京都）を与えられ

ているが、実際は近隣の神奈川県、千葉県、埼玉県で

も聴取することができる。また、2011年のアナログテ

レビ終了後の周波数帯域のうち、90MHzから108MHz

のV－10w帯で全国を7ブロック程度のエリアに分け、

マルチメディア放送を行う構想があるが、ここには現

行の地上波ラジオ放送のサイマルサービスも検討され

ている。

　その場合、エフエム東京、J－WAVEの放送対象は、

関東（東京、神奈川、千葉、埼玉、茨城、栃木、群馬）

に甲信越（山梨、新潟、長野）を加えた地域となる。

つまり、放送対象地域の解釈が現行のアナログ地上波

なのか、V－10w帯マルチメディア放送となるのかによ

って、著作隣接権制限の範囲が異なるという事態が生

ずる。そもそも、放送法上は放送対象地域において良

好な受信状態になるよう努めるという規定があるだけ

で、対象地域外に放送される、いわゆるスピルオーバ

ーに関する規制はない。

　したがって、著作隣接権の制限をエフエム東京、」一

戸

∂

◎

◎
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WAVEの2社のアナログ地上波免許対象地域である

東京都だけに限定することは、放送の同時再送信の円

滑化という著作権法改正主旨にそぐわないことになる。

　2006年の著作権法改正と同時期に、RIAJ、CPRAは

商業用レコード（CD）を用恥た放送番組のネットワ

ークにおける二次利用を促進するため、実演家、レコ

ード製作者の権利の一任型管理事業を開始した。一任

型管理事業とは、使用料額の決定権限を委託者が保留

するのではなく、管理事業者に一任することを指す。

両協会とも、地上放送を行う一般放送事業者（民間放

送）のラジオ番組のレコード実演およびレコード製作

者の放送と同時のストリーム送信に関する包括的利用

許諾契約の使用料規定を設けた。

　つまり、改正著作権法の著作隣接権の権利制限では

なく、許諾権としての送信可能化であっても一任型の

集中管理により、放送の報酬請求と実質同様の手続き

でIPサイマルラジオを実現することができるようにな

ったのである。また、使用料規程には配信対象地域に

関する条件はないため、放送の実態に合わせた弾力的

な運用が可能である。

6．IPサイマルラジオの
　　権利許諾のありかたについて

　民放ラジオは無料で、できるだけの多くの聴取者を

獲得することにより、媒体価値を高め広告収入を得る

というビジネスモデルによって成り立っている。ラジ

オを構成する要素はパーソナリティやゲストなどの出

演者、音楽、スポーツ、天気、ニュースなど多岐にわ

たる。ラジオ番組を制作し放送するには、それぞれ出

演の承諾、利用の許諾を得ているが、そこには当然対

価が発生する。インターネットを伝送路として、パソ

コンやスマートフォンをラジオ受信機とするIPサイマ

ルラジオ（radiko）は、放送サービスに準じたサービ

スである。けれども、法的には放送と異なる行為とな

るため、権利者にはあらためてその意義を説明し理解

を得る必要がある。

　radikoのサービス主体は配信プラットフォームを構

築している「IPサイマルラジオ協議会」であり、各放

送局は番組を供給するコンテンツプロバイダー（CP）

という位置づけになる。radikoの権利処理に関してプ

ラットフォーマーが行うべきか、CPである放送局が

担うべきかについては明確な基準はない。ただ、集中

管理されている音楽についてはプラットフォーマーが、

スポーツやニュースなど個別の権利については各放送

＼

局が、元栓での許諾を得るというのが現実的である。

そこで、参加放送局と事務局とが協力して権利者に対

し説明をした結果、ラジオの聴取環境を整備するとい

う趣旨に関しては一様に理解を得ることができた。こ

うして著作権、著作隣接権の権利者団体、管理事業者、

個別の権利者、広告主など、ラジオにかかわる多くの

関係者の協力により試験配信を実施することができた

のである。

　ところで、権利者にとってラジオはプロモーション

のためのメディアという側面もある。音楽を例にする

と、歴史的にはラジオが演奏家の出演機会やレコード

の市場を奪うとみなされた時期もあった。しかしなが

ら、1950年代以降のポピュラー音楽の興隆にラジオが

果たした役割は大きい。実際、レコード会社の宣伝担

当の現場では、ラジオ番組に楽曲を放送してもらうこ

とがプロモーションの基本だった。

　ところが、2000年代に入り若年層のラジオ離れが進

み、現在では、WEBがプロモーションメデイアの中

心的存在になりつつある。音楽をラジオ番組の構成要

素とみなすか、ラジオを音楽のプロモーションメディ

ァとして捉えるか、それぞれの立場によって見方は異

なるものの両者は密接な関係がある。したがって、そ

れぞれの立場のバランスを考慮した上で、権利者に対

する公正な対価の還流システムを整備していくことが

重要である。

　現在、radikoは試験配信中であり、9月以降の実用

化を目指しているが、その実用化に向けては、音楽の

権利者からあらためて許諾を得る必要がある。radiko

は放送エリアに準じた地域に無料で配信するサービス

である。法的な行為としては著作権法第2条第1項第

9号の4の自動公衆送信にあたる。そのため、著作権

者からは同法第23条第1項の公衆送信権に基づく許諾

が必要である。著作隣接権に関しては、前述した同法

第102条の権利制限の条項を適用することも可能だが、

実演家、レコード製作者ともに同法第92条の2の送信

可能化にかかる権利許諾を得る方向で調整したいと考

えている。

　radikoの目的は聴取者を増やし、ラジオの媒体価値

を高めることにある。実態としては放送に極めて近い

サービスではあるが、法律上の行為としては同法第2

条第1項第8号の放送ではなく、自動公衆送信である。

したがって、広告収入に比例して放送の包括契約によ

る音楽の使用料も増加するが、そこにradikoも包含す

ると解釈することは無理がある。

　一方、各ラジオ局の広告収入が増加したとしてもプ

ラットフォームとしての収入増は見込まれない。そこ

で、自動公衆送信の許諾の対価としては、管理事業者、
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団体が定める「収入なし」の使用料規定を基本とする

のが妥当であろう。

　配信プラットフォームは基本的に参加ラジオ各局の

費用負担により運営される。ただし、ラジオの音声

CMと連動したシンクロアドや、聴取アプリケーショ

ンの有料化など、プラットフォーム独自の収益の可能

性もある。こうした収益も、ラジオ番組を構成する音

楽や実演家に因るところが大きい。そこで、こうした

プラットフォーム独自の収入に関しては、何らかの還

流スキームを導入すべきだろう。すなわち、権利許諾

の対価としては各団体が定めた基本利用料に、プラッ

トフォームがラジオ放送との連携により得た収入の一

部を加えるという方向性で協議したいと考えている。

　ところで、集中管理を行っている音楽に関しては、

放送利用実績報告に基づいての使用料分配が可能であ

る。FM放送局はオンエアー楽曲表示サービスを行っ

ていることから放送使用全曲報告を実施しつつある。

けれども、AM放送局に関しては楽曲の報告システム

は未整備である。radikoの実用化と並行して、メタデ

ータの整備、各局共通のデータベースの構築、放送楽

曲の自動捕捉システムの構築なども推進していくべき

だと考える。実演家については、関係団体に一定の利

用料を定めたとしても権利者の分配は極めて困難であ

る。そこで、放送と連携したサービスを利用するなど

して、実演家のイベント告知、ファンクラブヘの誘導、

グッズ販売などの市場拡大に寄与するスキームを構築

することを検討したい。

　radikoの実用化に向けて、権利許諾以外にも複数の

放送を安定的に配信するシステム、運用主体、サービ

スレベルなど課題は山積している。けれども、人々の

想像力をかきたてるラジオという音声メディアの復権

は、エンタテインメント、スポーツなどの活性化にも

寄与することができると確信している。

1　2009年ビデオリサーチMCR調査（メディァ環境調査・首都

圏30キロ圏内）によると、テイーン層のラジオのメディア到

達率は、平日平均で6．6％、土日平均で5．7％だった。

2　NTT西日本による「IPv6フォーラム」に参加することによ

　り、技術リソースを利用することができた。

　「IPv6」とは次世代のインターネット通信プロトコルであ

る。現在主流のIPv4が2の32乗＝422億9496万7296個のIPア

　ドレスを持つが、IPv6は2の128乗とほぼ無限大で、NTTの

フレッツ網など一部のプロバイダーで利用されている。通常

のインターネットはリクエストに応じてセッションを張る一

対一のユニキャストであるため、利用者が増えると占有する

回線の帯域も増加する。これに対し、マルチキャストとは、

配信されるパケットがネットワーク途中のルーターで複製さ

れるため、利用者が増加しても一定の帯域しか占有しない放

送に近い形態の配信サービスである。

　「IPv6マルチキャスト」とは、次世代の通信プロトコルを

利用した放送型サービス。
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3　著作権法第102条（著作隣接権の制限）

　（1項、2項　略）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　お　3　著作隣接権の目的となつている実演であつて放送される

　ものは、専ら当該放送に係る放送対象地域において受信さ

　れることを目的として送信可能化（公衆の用に供されてい

　る電気通信回線に接続している自動公衆送信装置に情報を

　入力することによるものに限る。）を行うことができる。た

　だし、当該放送に係る第99条の2に規定する権利を有する

　者の権利を害することとなる場合は、この限りでない。

　4　前項の規定により実演の送信可能化を行う者は、第1項

　において準用する第38条第2項の規定の適用がある場合を

　除き、当該実演に係る第92条の2第1項に規定する権利を

　有する者に相当な額の補償金を支払わなければならない。

　5　前2項の規定は、著作隣接権の目的となつているレコー

　ドの利用について準用する。（以下、略）

別表

　　IPサイマルラジオ協議会
（The　Association　of　IP　Simulcast　Ra（iio）

　地上波ラジオ放送の聴取機会拡大と放送文化普及・発展の
ためにIPサイマルラジオの実用化を推進することを目的とし
た任意団体。IPサイマルラジオ実用化に必要な配信プラット
フォーム構築にかかわる技術的検証、放送通信領域の法体系
の整備状況の調査研究、音楽著作権・著作隣接権など配信に
関連する権利問題の調整、事業化フィジビリティ、広告マー
ケティング領域の調査分析を行う。

設立：2009年12月15日

会　長：宮原秀夫（独立行政法人情報通信研究機構理事長、

　　　前大阪大学総長）

会　員：株式会社TBSラジオ＆コミュニケーションズ

　　　株式会社文化放送
　　　株式会社ニッポン放送
　　　株式会社日経ラジオ社
　　　株式会社エフエム東京

　　　株式会社J－WAVE
　　　エフエムインターウェーブ株式会社
　　　朝日放送株式会社
　　　株式会社毎日放送
　　　大阪放送株式会社
　　　関西インターメディア株式会社
　　　株式会社FM802
　　　株式会社エフエム大阪
　　　株式会社電通（事務局）

事務局：電通ラジオ局内（担当青木、近藤）

　　　〒105－7001東京都港区東新橋1－8－1
　　　TELO3－621－68083　FAXO3－621－75620

＊みうら・ふみお：慶慮義塾大学経済学部卒。！980年

㈱電通入社。現在、㈱電通関西支社統合メディァ局次長。

IPサイマルラジオ協議会幹事代表。アジァ向け国際衛星

放送「スターTV」の日本の音楽紹介番組のプロデュース、

日本初のインターネットライブ（1995年APEC大阪）の

プロデュースなどを手掛ける。2005年IPサイマルラジオ

のプロジェクトを立ち上げ、2010年3月試験配信を開始。

元関西大学非常勤講師（社会学部1999年～2002年）。元

神戸大学非常勤講師（経営学部1999年）。

著書／『インターネット世界への扉』（1995年、マガジン

ハウス）、『デジタルコンテンツ革命』（1996年、日本経

済新聞社
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著作権関係条約締結現況

　　　（2010年5月末現在）

WIPO設立条約…………一…・・………一184

ベルヌ条約・……・…　　　　　　　　　　・・164

万国著作権条約…………一……・………・……100

実演家等保護条約一………・一……・……　・・91＊

レコード保護条約・………・………・一……　・・77

WTO協定…………・…・…・…＿．＿＿＿＿153

W　I　P　O著作権条約（WC　T）　　　　　　一88

WIPO実演・レコード条約（WPPT）　・・86

＊リベリア（2005．12、16発効）、ボスニア・ヘルツェゴビナ

　（20095．19発効）、キプロス（2009．6．17発効）

写真家がクラス・アクションを提起
　　　　グーグル書籍検索（米）

　世界を巻き込んだ「グーグル書籍検索」のクラス・

アクション（集団代表訴訟）の和解間題の結論がまだ

出ないうちに、写真家等ヴィジュアル・アーティスト

のグループが、グーグルに対し新たなクラス・アクシ

ョンを提起した。執筆者、出版者が提起した先の訴訟

には写真、グラフィックアートは含まれていなかった。

　今回の提訴は4月7日に、同じニューヨーク甫部地

区連邦地方裁判所になされた。原告は、米国報道写真

家協会（Amehcan　Society　ofMediaPhotographershlc；

米国職業写真家協会（Professional　Photographers　of

America）ほかである。

　訴えの趣旨は、グーグルの書籍検索プロジェクトは

グーグルがスキャンする書籍や定期刊行物に含まれる

写真およびその他のビジュアル著作物の著作権を侵害

するというもので、原告グループは発行済みの書籍お

よび定期刊行物に含まれるビジュアル著作物の全権利

者を代表することを求めている。

　訴状は、これらの書籍、定期刊行物には写真、イラ

スト、グラフィックアートおよびその他の著作権法に

より保護される視覚映像が含まれている。グーグルは

自身の商業的目的、現在知られているか未知なものか

その双方の目的のために出版物およびそこに含まれる

ビジュアル著作物のデジタル複製物を保存し、電子的

に頒布し、公に展示している。これらによりグーグル

は大量な著作権侵害を行っている。これらの行為には

著作権者の許諾を要することをグーグルは承知してい

たか、あるいは承知するべきであったのであり、それ

にもかかわらず、無許諾の複製等を行っているとして、

金銭的補償、差止めを求めているという。

　　　　（PTCJ誌4月16日号、ASMP　Press　Release）

ACTA条約案　公表される

　その交渉内容の不透明さから批判されていたACTA

（Ant卜Counterfeiting　Trade　Agreement；模造品・海

賊版拡散防止条約）の条約草案が、4月12日から16日

までニュージーランドのウェリントンで開かれた第8

期の会合において、全参加国がテキストの公表に合意

し、その後、21日に発表された。

　交渉参加国は、オーストラリア、カナダ、EU、日

本、韓国、メキシコ、モロッコ、ニュージーランド、

シンガポール、スイス、米国。

　報じられているところによると、草案は、著作権を

侵害するコンテンツおよびウェブサイトヘのアクセス

の防止かつ保護される著作物の無許諾送信に対する対

策を採用、実施する適切な手段をとるISPは訴訟から

免除されるべきことを提案しているという。また、著

作物を違法にダウンロードした者のインターネット接

続を違法行為の3回目に遮断することをISPに要求す

る、いわゆる三振ルールが条約に含まれるのではない
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